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■編集後記■

●米国の離脱によりTPP発効の道筋がみ
えなくなった一方で、東アジア地域包括

的経済連携（RCEF）の存在感が増しつ
つある。新たな貿易ルールづくりがまた

始まる。TTPでの議論の成果を活かせ
るのであろうか。 （Ｈ）

●国産農産物の海外普及が注目されており、

知的財産関係者の間でも、農産物に対す

る関心が高まり、新たな局面を迎えてい

るようです。今号より、大阪の知的財産

実務に長けている弁護士による種苗法研

究会「シリーズ種苗法の国際比較」が始

まります。 （Ｚ）

恐定期購読のおすすめ恐

本誌はお近くの書店でもご購入できます

が、確実にお手元へお届けする定期購読も

承っております。各号２,０５７円～２,７００円の
ところ、年間購読の場合、１年４号分を

８,２２９円〔年４回〕・送料サービスでお届けい
たします。直接弊社営業までお申し込みく

ださい。〈価格は消費税８％込み〉

【定期購読者限定の特典】

① 書店購入よりも早く読める

② 本誌の電子版（PDF版）を入手でき
る 研究・実務に便利 Webからの
ダウンロードなので海外で閲覧可能

＝次号（７６号・２０１７年６月発売）予告＝

【最高裁調査官による最高裁重要判例解説】

最三小決平２９・１・３１（平成２８年許k第４５号）〔インターネッ

ト検索結果削除仮処分事件〕

【知財高裁詳報】知財高裁大合議判決（平２９・１・２０（平

成２８年ネk第１００４６号））の解説 ほか


